
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

電気料　南国（本庁舎）　１５１０９ー
２０ー１ー９

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-
沖縄電力（株）　那覇支
店 沖縄県那覇市旭町
114番地4

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
9,934,246円

電気料　南国（与那原）　２５０５２ー
１ー１ー８

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-

沖縄電力（株）那覇支
店与那原営業所
沖縄県与那原町字上
与那原３８３番地

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
1,890,884円

電気料　南国（嘉手納）　５０３２３ー
６１ー１ー７

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-

沖縄電力（株）うるま支
店
沖縄県うるま市字江洲
３５８ー２

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
2,143,581円

電気料　南国（空自）　２４１４２ー
９ー１ー５

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-
沖縄電力（株）　那覇支
店 沖縄県那覇市旭町
114番地4

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
2,270,805円

電気料　南国（那覇うみそらトンネ
ル）　１３３１７ー３８８ー１ー５　外５
件

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-
沖縄電力（株）　那覇支
店 沖縄県那覇市旭町
114番地4

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
34,400,925円

電気料　南国（道の駅いとまん）　２
０３９３ー１９５ー１ー３　外１件

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-
沖縄電力（株）　那覇支
店 沖縄県那覇市旭町
114番地4

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
1,877,974円

電気料　南国（公衆街路灯）５１２６
７ー６９ー２ー６　外４件

分任支出負担行為担当官
沖縄総合事務局南部国道
事務所長　高森　治
那覇市港町２-８-１４

-
沖縄電力（株）　那覇支
店 沖縄県那覇市旭町
114番地4ほか４支店

3360001008565

予算決算及び会計令第１０２条の２に基づき長期継続
契約を行っており、かつ行政需要に適合した供給を行
える事業者が特定されており、契約価格の競争による
契約相手方の選定を許さないことから、会計法第２９条
の３第４項に該当するため（根拠区分：二（ロ））

- - - - - - -

長期継続契約
単価契約
令和４年度支払実績
118,409,277円

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号又は名

称及び住所
法人番号


